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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第159期 

第３四半期 
連結累計期間 

第160期 
第３四半期 
連結累計期間 

第159期 

会計期間 
自2019年４月１日 
至2019年12月31日 

自2020年４月１日 
至2020年12月31日 

自2019年４月１日 
至2020年３月31日 

売上高 （百万円） 13,031 10,976 16,803 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 569 △124 521 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 

（百万円） 374 △1,125 99 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 437 △729 △205 

純資産額 （百万円） 15,366 13,913 14,724 

総資産額 （百万円） 39,184 36,981 37,436 

１株当たり四半期（当期）純利

益又は１株当たり四半期純損失

（△） 

（円） 139.00 △417.15 37.00 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 39.2 37.6 39.3 

 

回次
第159期

第３四半期
連結会計期間

第160期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年10月１日
至2019年12月31日

自2020年10月１日
至2020年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１

株当たり四半期純損失（△）
（円） 63.04 △270.69

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第159期第３四半期連結累計期間及び第159期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第160期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

 2020年４月１日から12月31日までの９ヶ月間（以下、当第３四半期）におけるわが国経済は、新型コロナウイル

ス感染症の影響により停滞していた経済活動が再開され、各種経済政策の効果により一部に改善の兆しが見られま

したが、同感染症の再拡大により先行きは一段と不透明となり、厳しい状況が続いていると認識しております。

 このような状況の下、当社企業グループの主要な事業拠点であります新潟港では、貨物取扱数量は前年同四半期

比で減少し、当社企業グループの主力である運輸部門の貨物取扱数量も第２四半期に引き続き減少いたしました。

また、ホテル事業部門では、ＧｏＴｏキャンペーン期間中の効果が表れていたものの、同キャンペーンの停止によ

り、非常に厳しい状況が続いております。 

 この結果、当第３四半期の当社企業グループの売上高は109億７千６百万円（前年同四半期比15.8％の減収）、

営業損失は２億９千４百万円（前年同四半期は５億３千３百万円の利益）、経常損失は１億２千４百万円（前年同

四半期は５億６千９百万円の利益）となりました。また、投資有価証券の時価の下落に伴う投資有価証券評価損１

億５千１百万円、ホテル事業部門の連結子会社が所有する固定資産の減損損失７億９千１百万円をそれぞれ特別損

失として計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純損失は11億２千５百万円（前年同四半期は３億７千

４百万円の利益）となりました。 

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

（運輸部門） 

 当社運輸部門と運輸系子会社４社を合わせた同部門の当第３四半期の貨物取扱数量は、一般貨物、コンテナ貨物

共に減少し、合計で前年同四半期比17.9％減少の388万８千トンとなりました。第２四半期に引き続き、コンテナ

貨物はコロナ禍での巣ごもり消費が影響し、日用雑貨品など一部の輸入貨物の取扱は堅調だったものの、依然とし

て輸出貨物の荷動きは鈍く、同四半期比で11.4％減少しました。また、一般貨物も主要貨物である素材原料の取扱

が低調に推移し、同四半期比で24.1％減少しました。 

 この結果、同部門の売上高は73億２千１百万円（前年同四半期比7.0％の減収）となり、利益面では燃料価格の

低下や下払輸送費など変動費は減少したものの、売上高減少の影響で労務コストや減価償却費を中心とした固定費

を賄いきれず、同部門のセグメント損失は８千８百万円（前年同四半期は８千４百万円の利益）となりました。 

 

（不動産部門） 

 前期末に取得した新規賃貸物件が増収に寄与し、売上高は２億４千１百万円（前年同四半期比0.4％の増収）と

なりましたが、減価償却費が増加した結果、セグメント利益は１億４千９百万円（前年同四半期比0.6％の減益）

となりました。 

 

（機械販売部門） 

 建設機械販売が大型機械の販売などもあり堅調に推移した結果、同部門の売上高は９億９千４百万円（前年同四

半期比5.2％の増収）、セグメント利益は３百万円（前年同四半期は９百万円の損失）となりました。 

 

（ホテル事業部門） 

 新型コロナウイルス感染拡大に伴い、不要不急の外出自粛や宴会を控える状況が続き、同部門の業績に大きな影

響を及ぼしました。また、政府によるＧｏＴｏキャンペーンの期間中は宿泊、レストランを中心に効果が現れまし

たが、新型コロナウイルス感染の再拡大により同キャンペーンが停止されるなど、依然厳しい状況が続いておりま

す。 

 この結果、ホテル２社を合わせた同部門の売上高は10億５千８百万円（前年同四半期比56.6％の減収）、セグメ

ント損失は４億１千５百万円（前年同四半期は２億５千８百万円の利益）となりました。 
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（商品販売部門） 

 セメント系商品の納入先である工事案件が前年同四半期比で減少したことなどから、同部門の売上高は12億２千

９百万円（前年同四半期比14.7％の減収）、セグメント利益は２千５百万円（前年同四半期比21.0％の減益）とな

りました。 

 

（その他） 

 保険代理店業、産業廃棄物の処理業を合わせたその他の売上高は、２億２千３百万円（前年同四半期比7.6％の

増収）、セグメント利益は２千９百万円（前年同四半期比83.7％の増益）となりました。 

 

②財政状態

 当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末と比べて４億５千５百万円減少し、369億８千１

百万円となりました。この主な要因は、現金及び預金、電子記録債権等の増加により流動資産が４億７千１百万円

増加、また投資有価証券の時価評価による増加等により投資その他の資産が２億８千８百万円増加した一方、連結

子会社の減損損失等により有形固定資産が11億９千万円減少したことなどによるものであります。

 負債の部は、前連結会計年度末と比べて３億５千４百万円増加し、230億６千７百万円となりました。この主な

要因は、支払手形及び営業未払金、電子記録債務、繰延税金負債などの増加によるものであります。

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べて８億１千万円減少し、139億１千３百万円となりました。この主な要

因は、利益剰余金の減少12億１千１百万円、その他有価証券評価差額金の増加３億５千４百万円などであります。

 

（２）経営方針・経営戦略等 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（2020年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2021年2月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 2,700,000 2,700,000 
東京証券取引所 

(市場第二部) 

単元株式数 

100株 

計 2,700,000 2,700,000 ― ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年10月１日～ 

2020年12月31日
― 2,700 ― 1,950,000 ― 805,369

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

        2020年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 2,400 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,695,900 26,959 － 

単元未満株式 普通株式 1,700 － － 

発行済株式総数   2,700,000 － － 

総株主の議決権   － 26,959 － 

 

 

②【自己株式等】

        2020年12月31日現在 

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社リンコー

コーポレーション 

新潟市中央区万代

五丁目11番30号 
2,400 － 2,400 0.09 

計 － 2,400 － 2,400 0.09 

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2020年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 448,779 852,446 

受取手形及び営業未収入金 2,720,889 ※ 2,777,868 

電子記録債権 326,412 ※ 422,975 

たな卸資産 93,762 85,276 

未収還付法人税等 20,777 34,085 

その他 283,094 194,171 

貸倒引当金 △998 △2,192 

流動資産合計 3,892,718 4,364,631 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 24,135,037 23,400,240 

減価償却累計額 △16,060,932 △16,431,109 

建物及び構築物（純額） 8,074,104 6,969,131 

機械装置及び運搬具 2,412,220 2,286,903 

減価償却累計額 △2,065,138 △1,983,600 

機械装置及び運搬具（純額） 347,082 303,302 

土地 22,013,326 22,005,478 

リース資産 712,317 750,825 

減価償却累計額 △340,346 △392,923 

リース資産（純額） 371,971 357,901 

その他 1,274,790 1,279,874 

減価償却累計額 △1,096,692 △1,121,586 

その他（純額） 178,097 158,288 

有形固定資産合計 30,984,583 29,794,103 

無形固定資産    

リース資産 158,143 137,263 

その他 44,305 40,118 

無形固定資産合計 202,449 177,381 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,027,896 2,324,142 

繰延税金資産 93,611 82,926 

その他 427,176 273,833 

貸倒引当金 △191,637 △35,791 

投資その他の資産合計 2,357,046 2,645,110 

固定資産合計 33,544,078 32,616,595 

資産合計 37,436,797 36,981,226 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2020年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び営業未払金 1,371,412 ※ 1,516,719 

電子記録債務 188,514 ※ 317,984 

短期借入金 2,350,000 2,282,300 

1年内返済予定の長期借入金 2,611,982 2,626,212 

リース債務 168,939 165,576 

未払法人税等 44,577 16,713 

賞与引当金 299,022 141,684 

その他 692,883 790,980 

流動負債合計 7,727,331 7,858,171 

固定負債    

長期借入金 7,184,852 7,255,592 

リース債務 385,260 352,736 

繰延税金負債 827,181 954,107 

再評価に係る繰延税金負債 4,875,664 4,875,239 

退職給付に係る負債 1,375,449 1,449,421 

資産除去債務 170,825 172,556 

その他 166,143 149,530 

固定負債合計 14,985,375 15,209,182 

負債合計 22,712,706 23,067,354 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,950,000 1,950,000 

資本剰余金 809,241 809,241 

利益剰余金 2,776,581 1,565,017 

自己株式 △7,062 △7,062 

株主資本合計 5,528,760 4,317,195 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 134,302 488,828 

土地再評価差額金 9,406,573 9,411,921 

退職給付に係る調整累計額 △345,545 △304,073 

その他の包括利益累計額合計 9,195,330 9,596,676 

純資産合計 14,724,090 13,913,872 

負債純資産合計 37,436,797 36,981,226 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年12月31日) 

売上高    

運輸作業収入 7,159,665 6,734,655 

港湾営業収入 125,650 105,124 

不動産売上高 221,804 224,341 

機械営業収入 891,289 953,285 

ホテル営業収入 2,429,002 1,053,849 

商品売上高 1,412,941 1,206,405 

その他の事業収入 791,608 698,983 

売上高合計 13,031,960 10,976,647 

売上原価    

運輸作業費 6,661,846 6,417,919 

港湾営業費 93,922 83,518 

不動産売上原価 75,501 80,122 

機械営業費 841,857 903,215 

ホテル営業費 1,911,844 1,245,132 

商品売上原価 1,369,545 1,168,796 

その他の事業費用 516,421 431,549 

売上原価合計 11,470,939 10,330,256 

売上総利益 1,561,021 646,390 

販売費及び一般管理費 1,027,868 941,162 

営業利益又は営業損失（△） 533,152 △294,771 

営業外収益    

受取利息 4,035 24 

受取配当金 84,465 64,876 

助成金収入 98 155,493 

雑収入 11,926 16,383 

営業外収益合計 100,526 236,777 

営業外費用    

支払利息 63,379 63,698 

雑支出 670 2,588 

営業外費用合計 64,050 66,286 

経常利益又は経常損失（△） 569,628 △124,280 

特別利益    

固定資産売却益 2,651 14,469 

投資有価証券売却益 1,392 － 

特別利益合計 4,043 14,469 

特別損失    

固定資産処分損 32,416 18,460 

投資有価証券評価損 － 151,863 

会員権評価損 － 525 

減損損失 － ※ 791,034 

特別損失合計 32,416 961,882 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
541,256 △1,071,693 

法人税、住民税及び事業税 88,926 26,635 

法人税等調整額 77,356 26,959 

法人税等合計 166,283 53,594 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 374,972 △1,125,288 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
374,972 △1,125,288 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 374,972 △1,125,288 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 29,400 354,525 

退職給付に係る調整額 33,418 41,472 

その他の包括利益合計 62,819 395,998 

四半期包括利益 437,792 △729,290 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 437,792 △729,290 
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【注記事項】

（追加情報）

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、当社企業グループにおきましては、ホテル事業部門を中心に大き

な影響を受け、売上高の減少リスクが生じていると認識しております。 

 このような状況を踏まえ、前連結会計年度において当社企業グループは2021年３月頃までその影響が続くとの仮

定に基づき、会計上の見積り（主に固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性）を実施いたしましたが、当第３

四半期連結累計期間までの新型コロナウイルス感染拡大の現状を考慮し、その影響が2022年３月期も一定期間継続

し、その後緩やかに回復していくとの仮定に見直しを行い、会計上の見積りを実施しております。 

 なお、当該見積りは現時点における最善の見積りではありますが、新型コロナウイルス感染症の収束時期や事業

環境への影響についての不確実性が高いため、今後の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を

及ぼす可能性があります。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連結会計

期間末日残高に含まれております。 

 
前連結会計年度 

（2020年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2020年12月31日） 

受取手形 －千円 7,296千円 

電子記録債権 － 62,333 

支払手形 － 101,438 

電子記録債務 － 41,043 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 減損損失 

 当第３四半期連結累計期間において、当社企業グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 減損損失（千円）

新潟県新潟市中央区 ホテル事業用資産
建物及び構築物 509,852

土地 6,548

新潟県佐渡市 ホテル事業用資産
建物及び構築物 273,333

土地 1,300

 当社企業グループは、主に独立してキャッシュ・フローを生み出す事業単位を基準にして、資産をグルーピングして

おり、遊休資産については、個々の物件単位でグルーピングしております。 

 当社の連結子会社である株式会社ホテル新潟及び株式会社ホテル大佐渡において、新型コロナウイルス感染症による

急激な業績悪化に伴い、想定していた収益が見込まれなくなり回収可能性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額によって算定しており、不動産鑑定士による不動産鑑定評価等

により評価しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

減価償却費 570,452千円 619,198千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日 

定時株主総会
普通株式 80,928 30 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日 

定時株主総会
普通株式 80,927 30 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  運輸部門 

不動産部
門 

機械販売
部門 

ホテル事業
部門 

商品販売
部門 

計 

売上高                

外部顧客への

売上高 
7,868,910 221,804 891,289 2,429,002 1,412,941 12,823,948 208,012 13,031,960 

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

7,302 18,498 53,928 6,876 28,468 115,074 － 115,074 

計 7,876,213 240,302 945,217 2,435,879 1,441,409 12,939,022 208,012 13,147,035 

セグメント利益

又は損失（△） 
84,543 150,672 △9,423 258,536 32,316 516,645 16,205 532,850 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業務、産業廃棄物の処理業

務を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 516,645

「その他」の区分の利益 16,205

セグメント間取引消去 100

その他の調整額 202

四半期連結損益計算書の営業利益 533,152

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  運輸部門 

不動産部
門 

機械販売
部門 

ホテル事業
部門 

商品販売
部門 

計 

売上高                

外部顧客への

売上高 
7,314,976 224,341 953,285 1,053,849 1,206,405 10,752,858 223,788 10,976,647 

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

6,083 16,954 41,083 4,509 22,638 91,268 12 91,280 

計 7,321,059 241,295 994,369 1,058,359 1,229,044 10,844,127 223,800 11,067,927 

セグメント利益

又は損失（△） 
△88,087 149,733 3,150 △415,483 25,513 △325,172 29,771 △295,401 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店業務、産業廃棄物の処理業

務を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △325,172

「その他」の区分の利益 29,771

セグメント間取引消去 △200

その他の調整額 829

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △294,771

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 「ホテル事業部門」セグメントにおいて、株式会社ホテル新潟及び株式会社ホテル大佐渡のホテル事業用資産

について、新型コロナウイルス感染症による急激な業績悪化に伴い、想定していた収益が見込まれなくなり回収

可能性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

 なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、791,034千円であります。

 

- 14 -



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり

四半期純損失（△）
139円00銭 △417円15銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親

会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）

374,972 △1,125,288

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）（千円）

374,972 △1,125,288

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,697 2,697

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

- 15 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

      ２０２１年２月１０日 

       

株式会社リンコーコーポレーション      

取 締 役 会 御 中      

     
       

  EY新日本有限責任監査法人 

  新 潟 事 務 所 

       

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 善 方  正 義  印 

       

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大 島  伸 一  印 

       

 

監査人の結論 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社リンコーコーポレーションの２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日ま

での連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０２０年１０月１日から２０２０年１２月３１

日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０２０年４月１日から２０２０年１２月３１日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期

連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠 

して、株式会社リンコーコーポレーション及び連結子会社の２０２０年１２月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績 を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。 

 

監査人の結論の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財

務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお

ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

したと判断している。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準

に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務

諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。 

 監査役及び監査役会 の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書におい

て独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半

期レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 



 

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された

手続である。 

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務

諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に

準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書にお

いて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半

期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は

否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日まで

に入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四

半期連結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとと

もに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連

結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。 

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す

る証拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び

実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。 

 監査人は、監査役及び監査役会 に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四

半期レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役及び監査役会 に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻

害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行

う。 

 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【提出日】 2021年２月12日

【会社名】 株式会社リンコーコーポレーション
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【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長南波秀憲は、当社の第160期第３四半期（自 2020年10月１日 至 2020年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


